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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第３区分
【発行日】平成28年7月14日(2016.7.14)

【公開番号】特開2015-8352(P2015-8352A)
【公開日】平成27年1月15日(2015.1.15)
【年通号数】公開・登録公報2015-003
【出願番号】特願2013-131936(P2013-131936)
【国際特許分類】
   Ｈ０３Ｈ   9/19     (2006.01)
   Ｈ０３Ｈ   9/215    (2006.01)
   Ｈ０３Ｂ   5/32     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０３Ｈ    9/19     　　　Ｊ
   Ｈ０３Ｈ    9/19     　　　Ｋ
   Ｈ０３Ｈ    9/215    　　　　
   Ｈ０３Ｂ    5/32     　　　Ｈ

【手続補正書】
【提出日】平成28年5月25日(2016.5.25)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の端面及び前記第１の端面の裏側の第２の端面を有する基部と、
　前記基部の前記第１の端面側から第１方向に延出し、前記第１方向と直交する第２方向
に離間して配置されている一対の振動腕と、
を含む振動片であって、
　前記第１の端面と前記第２の端面との最短距離をＷｂとしたとき、
　　　Ｑ＝｛（ρ・Ｃp）／（ｃ・α2・Θ）｝
　　　　　　　　　×［｛１＋（２・ρ・Ｃp・Ｗｅ2・ｆ／（π・ｋ））2｝
　　　　　　　　　　　　／（２・ρ・Ｃp・Ｗｅ2・ｆ／（π・ｋ））］
　　　　０．８１≦Ｗｂ／Ｗｅ≦１．７０
の関係を満足することを特徴とする振動片。
　但し、Ｑは前記振動片のＱ値、ｆは前記振動片の振動周波数［Ｈｚ］、Ｗｅは実効幅［
ｍ］、ρは質量密度［ｋｇ／ｍ3］、Ｃpは熱容量［Ｊ／（ｋｇ・Ｋ）］、ｃは前記Ｗｂの
方向と面内で直交する方向に関する弾性定数［Ｎ／ｍ2］、αは前記Ｗｂの方向と面内で
直交する方向に関する熱膨張係数［１／Ｋ］、Θは環境温度［Ｋ］、ｋは前記Ｗｂの方向
に関する熱伝導率［Ｗ／（ｍ・Ｋ）］
【請求項２】
　請求項１において、
　　　　０．９１≦Ｗｂ／Ｗｅ≦１．３０、
の関係を満足することを特徴とする振動片。
【請求項３】
　請求項１又は２において、
　　　　１．００≦Ｗｂ／Ｗｅ≦１．２０、
の関係を満足することを特徴とする振動片。
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【請求項４】
　請求項１乃至３のいずれか一項において、
　前記基部から支持腕が延出していることを特徴とする振動片。
【請求項５】
　請求項４において、
　前記支持腕は、
　前記一対の振動腕の間に配置されていることを特徴とする振動片。
【請求項６】
　請求項４において、
　２つの前記支持腕を有し、
　平面視で、前記２つの支持腕の間に前記一対の振動腕が配置されていることを特徴とす
る振動片。
【請求項７】
　請求項１乃至６のいずれか一項に記載の振動片と、
　内部に前記振動片が収納されている容器と、
を備えていることを特徴とする振動子。
【請求項８】
　請求項７において、
　前記容器の前記内部が真空であることを特徴とする振動子。
【請求項９】
　請求項１乃至６のいずれか一項に記載の振動片と、
　回路と、
を備えていることを特徴とする電子デバイス。
【請求項１０】
　請求項１乃至６のいずれか一項に記載の振動片を備えていることを特徴とする電子機器
。
【請求項１１】
　請求項１乃至６のいずれか一項に記載の振動片を備えていることを特徴とする移動体。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　［適用例１］本適用例に係る振動片は、第１の端面及び前記第１の端面の裏側の第２の
端面を有する基部と、前記基部の前記第１の端面側から第１方向に延出し、前記第１方向
と直交する第２方向に離間して配置されている一対の振動腕と、を含む振動片であって、
　前記第１の端面と前記第２の端面との最短距離をＷｂとしたとき、
　　　Ｑ＝｛（ρ・Ｃp）／（ｃ・α2・Θ）｝
　　　　　　　　　×［｛１＋（２・ρ・Ｃp・Ｗｅ2・ｆ／（π・ｋ））2｝
　　　　　　　　　　　　／（２・ρ・Ｃp・Ｗｅ2・ｆ／（π・ｋ））］
　　　　０．８１≦Ｗｂ／Ｗｅ≦１．７０
の関係を満足することを特徴とする。
　但し、Ｑは前記振動片のＱ値、ｆは前記振動片の振動周波数［Ｈｚ］、Ｗｅは実効幅［
ｍ］、ρは質量密度［ｋｇ／ｍ3］、Ｃpは熱容量［Ｊ／（ｋｇ・Ｋ）］、ｃは前記Ｗｂの
方向と面内で直交する方向に関する弾性定数［Ｎ／ｍ2］、αは前記Ｗｂの方向と面内で
直交する方向に関する熱膨張係数［１／Ｋ］、Θは環境温度［Ｋ］、ｋは前記Ｗｂの方向
に関する熱伝導率［Ｗ／（ｍ・Ｋ）］。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　［適用例５］上記適用例に記載の振動片において、前記支持腕は、前記一対の振動腕の
間に配置されていることを特徴とする。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１６】
　［適用例６］上記適用例に記載の振動片において、２つの前記支持腕を有し、平面視で
、前記２つの支持腕の間に前記一対の振動腕が配置されていることを特徴とする。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１８】
　［適用例７］上記適用例に係る振動子は、内部に前記振動片が収納されている容器と、
を備えていることを特徴とする。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４６】
　一般に、振動腕が平板構造である場合の緩和周波数ｆ0は、下記式（１）で求まること
が知られている。
　　　　ｆ0＝（π・ｋ）／（２・ρ・Ｃp・ａ2）・・・（１）
　ここで、πは円周率、ｋは振動腕の振動方向（屈曲振動方向）の熱伝導率［Ｗ／（ｍ・
Ｋ）］、ρは振動腕の質量密度［ｋｇ／ｍ3］、Ｃpは振動腕の熱容量［Ｊ／（ｋｇ・Ｋ）
］、ａは振動腕の振動方向（屈曲振動方向）の幅［ｍ］である。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５４】
　下記式（２）は振動子１全体のＱ値を表す式であり、下記式（３）は上記（１）よりＱ
値が極小になる周波数である熱緩和周波数ｆ0eを表す式である。
　　　　Ｑ＝｛（ρ・Ｃp）／（ｃ・α2・Θ）｝
　　　　　　　　　　　　　×［｛１＋（ｆ／ｆ0e）｝／（ｆ／ｆ0e）］・・・（２）
　　　　ｆ0e＝（π・ｋ）／（２・ρ・Ｃp・Ｗｅ2）・・・（３）
　ここで、Ｗｅは実効幅（仮想梁の幅）［ｍ］、ｆは振動子（振動片をパッケージに搭載
した状態）で得られる実際の振動周波数［Ｈｚ］、ｆ0は振動子の実効的な熱緩和周波数
（仮想梁の熱緩和周波数）［Ｈｚ］、Ｑは振動子で得られる実際のＱ値である。
　式（２）、（３）から下記式（４）が求まる。この式（４）から分かるように、Ｑ値は
、Ｗｅの関係式となる。
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　　　　Ｑ＝｛（ρ・Ｃp）／（ｃ・α2・Θ）｝
　　　　　　　　　×［｛１＋（２・ρ・Ｃp・Ｗｅ2・ｆ／（π・ｋ））2｝
　　　　　　　　　　　　／（２・ρ・Ｃp・Ｗｅ2・ｆ／（π・ｋ））］・・・（４）
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００５５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００５５】
　また、以下の定数は、材料が決まれば（水晶のカット角が決まれば結晶軸との関係から
）一義的に決定する定数であり、ρは質量密度［ｋｇ／ｍ3］、Ｃpは熱容量［Ｊ／（ｋｇ
・Ｋ）］、ｃはＷｂの方向と面内で直交する方向に関する弾性定数［Ｎ／ｍ2］、αはＷ
ｂの方向と面内で直交する方向に関する熱膨張係数［１／Ｋ］、Θは環境温度［Ｋ］、ｋ
はＷｂの方向に関する熱伝導率［Ｗ／（ｍ×Ｋ）］である。
　よって、式（２）、（３）において既知ではないものはＷｅのみであるから、この式（
４）からは実効幅Ｗｅが算出されることになる。
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